
様式第１号
[bookmark: _Hlk135820972][bookmark: _Hlk80358501][bookmark: _Hlk136355666]令和５年度社会課題の解決に資する製品開発・実装支援事業
企　画　提　案　書

令和５年　月　　日

（あて先）
　公益財団法人埼玉県産業振興公社
　理事長　神　田　文　男　殿

申請者　郵便番号
住　  所                             
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企 業 名　                          
代表者名　                           

　「社会課題の解決に資する製品開発・実装支援事業」について、下記のとおり提案します。

記

1. 開発テーマ名　（３０字程度）




2. 開発の概要　　（１４０字程度）








１　申請者の概要
	申請者
	会社名
	


	
	代表者
役職・氏名
	

	
	本店所在地
	

	
	埼玉県内の技術開発
生産拠点の所在地
	

	
	資本金・出資金
	　　　　　　　　万円
	従業員数
	　　　　　　　　　　　名

	
	設立年月日
	　　　　年　月　日
	業種　・　主な業務
	

	
	事業概要
	

	
	主要製品
	

	財務
	売上高
（直近期）
	令和　　年度
	億　　　　　万円

	連絡担当者
	所属名
	

	
	職名
氏名
	
	電　話
ＦＡＸ
	

	
	連絡先住所
（郵送先）
	
	E-mail
	


２　参加企業等
	
	企業・大学・研究機関名
	所　属
	役　職
	氏　名

	     


共同開発
メンバー
	

	
	
	

	
	

	
	
	

	
	

	
	
	

	
	

	
	
	


３　解決すべき社会課題、現場ニーズ
解決すべき社会課題、現場ニーズがあるのか記載してください。
	①　解決すべき社会課題




②　現場ニーズ






４　課題に対する解決策と事業の目標
[bookmark: _Hlk136355328]　　課題を解決するためにどういう手法・技術を活用するか、また達成するべき目標を記載して
ください。
	①　課題に対する解決策とこの事業での目標







５　製品開発の内容
製品開発のイメージ
どのような製品開発を行うのかについて製品の形やイメージが湧くように図や写真、装置構
成などを記載してください。併せて、本事業内での目標とする開発段階をご記載ください。
	①　製品開発の概要（新規性を含む）




②　目標とする開発段階について（事業化を含む）





６　地方公共団体との連携について
　　地方公共団体と連携して製品開発・実証を行う予定がある場合には、内容を記載してください。
	【連携する地方公共団体：　　　市】





７　事業計画
（１）事業実施期間
　　　　令和　５年　　月　　日～令和　６年　２月２９日

（２）事業の実施時期等（交付決定以後、事業完了までの計画を記載してください）
	　　　　　　　　　　　月
 実　施　項　目
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　※　計画時期を　　　　　　で示してください。

８　事業予算計画書
　８-１ 試作製作に関する経費　　※詳細は仕様書参照
	No.
	経費区分
	種　　別
	事　業　に　要　す　る　経　費
	事業対象経費(円)

	
	
	
	積 算 根 拠
	金　額（円）
	

	1
	
機械装置・
工具器具費

	
	
	
	

	2
	
原材料費

	
	
	
	

	3
	
技術指導費

	
	
	
	

	4
	
外注費

	
	
	
	

	5
	
委託費

	
	
	
	

	6
	
その他経費

	
	
	
	

	
	合　　計　　額
	
	



８-２ 実証に関する経費　　※詳細は仕様書参照
	No.
	経費区分
	種　　別
	事　業　に　要　す　る　経　費
	事業対象経費(円)

	
	
	
	積 算 根 拠
	金　額（円）
	

	1
	
技術指導費

	
	
	
	

	2
	
外注費

	
	
	
	

	3
	
運搬費

	
	
	
	

	４
	
備品・消耗品費

	
	
	
	

	５
	
その他経費

	
	
	
	

	
	合　　計　　額
	
	


※「試作製作に関する経費」と「実証に関する経費」を合わせて５０万円未満（消費税含む）と
すること。
※技術指導費、外注費、運搬費及び委託費の合計額は事業費総額の２分の１以下とすること。
※振込手数料、代引き手数料は対象外とする。
※各経費は小数点以下を切捨てとする。
